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　只今ご紹介頂きました富士通の箕田でござ
います。
　本口は 「中国ビジネスの経営と課題」とい
うテーマでお話をさせて頂きます。
　まず、中国の概要と中国経済、それからビ
ジネス面及び人材マネジメント面からみた中
国さらには富士通の中国での取組みと挑戦と
いったところをお話ししたいと思います。
　その前に、簡単に私の自己紹介をさせて頂
きます。私は、1974年に富士通に入社 し、
2006年まで約32年間一貫して金融会社関係
(銀行、保険、証券、クレジット会社等)の
営業を担当してまいりました。2006年7月
に初めての転勤が上海です。上海では、約2
年間富士通(中国)信息系統有限公司の総経
理(社長)と して、情報システムの開発 ・販
売に携わって参りました。その後1年 日本に
戻った後、再び一昨年の11月より今度は北
京にて富士通グループ中国総代表 としてグ
ループの活動支援を行っております。中国滞
在は、延べ3年3カ 月になります。
　それでは早速ですが、中国の概要からお話
しさせて頂きます。
　中国の特徴は、960万平方キロメー トルと
いう広大な面積に13億を超える人が住んで
いること、つまり日本の約26倍の面積に約
13倍の人がいる巨大な市場 ということ、ま
た、世界第2位のGDPと ここ数年10%前後
の驚異的な成長を遂げているということで
す。中国経済は、1949年中華人民共和国建
国以来まだ61年しか経っておらず、しかも
前半の30年は建国当初の混乱や場当た り的
な政策、ついには文化革命で政治経済が大混
乱しました。本当に経済発展を遂げるのは後
半の30年つまり文化大革命後の改革開放以
降 ということです。ほんの30年間で急速に
発展 を遂げたということは、社会主義下での
自由主義経済という特殊な体制と相挨って、
大きな歪みももたらしました。つまり都市と
農村、沿岸地域 と内陸といったような大きな
格差が存在するということです。また、公害
と環境悪化、住宅バブル、官僚の汚職といっ
た社会問題がさらなる格差を引き起こしてい
るとも言えます。ここで中国の地図をみてみ
ますと、最近中国政府は内陸部の発展に力を
入れてお りますが、ご覧の通 り経済発展地域
つまりグローバル企業進出地域は東部沿岸地
域に集中しています。北京を中心 とする華
北、上海を中心とする長江デルタ地域、深セ
ンを中心とする珠江デルタ地域、それと大連
を中心とする遼東半島地域です。
　次に中国の経済状況について簡単に説明さ
せて頂 きます。2008年に全世界をリーマン
ショックが襲い、中国においては、2,000万
人の失業者(主 に出稼 ぎ労働者)・華南地域
における加工貿易工場の倒産 ・レノボや鉄鋼
企業の経営悪化など生じました。これに対 し
て中国政府は、す ぐに交通運輸 ・環境 ・電
力 ・住宅等のインフラ投資として4兆元大型
景気刺激策を採った他、家電下郷(家電を農
村へ)、汽車下郷(自動車を農村へ)、以旧換
新(貿 替え消費促進策)、節能産品恵民工程
(省エネ製品)、10大産業振興策、省エネ及
び新エネルギー自動車の産業化促進策などの
経済政策を採用しました。こういった政策に
より、このグラフ(小売総額推移)の ように
内需拡大 を図 り、経済危機から脱出しまし
た。リーマンショック以前から中国経済は、
環境問題 ・貿易摩擦 ・地域格差の拡大 ・農業
問題を中心とした産業構造などの課題を抱え
てお ります。このような課題に対 して政府
は、中国政府は農業税の廃止による農村部の
所得拡大、外資優遇政策の廃止によるローカ
ル企業の競争力向上、新労働契約法の実施に
よる個人所得保護、エネルギー節約法改正に
よる新規市場の創出といった動きをしてお り
ます。 ご参 考 まで に 「Fortune　Global
500」における中国企業をご覧いただきます
が、中国経済の成長度合いがおわかり頂ける
と思います。
　 それでは、成長を続けるこの中国でいかに
ビジネスをやればいいかということで、ビジ
ネス面から捉えた中国についてお話 したいと
思います。まず、「何故 日系企業は中国で成
功 していないのか?」 というCICC(国際盾
報化協力センタ)北京事務所の資料をそのま
ま掲載させて頂きます。ご覧のように、中途
半端な企業戦略が中国ビジネスを失敗させる
ということで、4つ 問題点を挙げておりま
す。つまり、企業戦略の中での中国の位置づ
けの不明確さ、製品競争力の欠如 ・現場力の
弱体、旧態依然のマーケティングスタンス
(プロダクトアウトの発想のまま、市場 ・現
場を見ていないということ)、中国に対する
思い込み ・既成概念が邪魔をするということ
です。つまり最終的に製品の方向を決めるの
は市場であるということが重要です。最初に
説明 した広大な土地 と13億人という巨大な
市場を一 くくりにしたビジネスモデルはあ り
得ないということです。地域 ・所得 ・年代 ・
教育などの格差は大きく多種多様であり、市
場 ターゲットの絞 り込みは基本中の基本で
す。また、共産党配下の社会主義市場経済と
いう中国独特の商慣習も有 ります。中央政府
機関とのパイプは重要ですが、必ずしも主導
権を持つとは限りません。あくまでも市場に
近い実務機関 ・地方からの積み上げ ・根回し
が重要です。従いまして情報収集手段も非常
に重要であり、信頼できる中国人協力者や中
国要人とのパイプを持つことも重要でありま
すが、この場合、Give　and　Take,　Win-Win
の関係が前提となります。また、注意しなけ
ればならないのが、各種の政府による規制で
あります。中国は 「自主創新(自 主開発)」
中国における富士通グループの経営と課題 15
をスローガンに掲げ、コァ技術の国産化を推
進しております。 したがいまして、政府調達
法(国 産品の優先購入)、自主イノベーショ
ン製品認定(知財権利や商標登録についての
規制)、「ITセキュリティ製品」の強制認証
(CCC)制度(ITセキュリティ製品のソー
スコード開示を義務化)な どの、特に政府調
達時の規制でありますが、各種の規制が有 り
ます。このような中国政府の法規制に対して
は、日本政府を中心とした各国政府及び業界
と足並みをそろえて対応していく必要があり
ます。今までの話を販売戦略に関する課題と
今後ということでまとめてみました。中国企
業の発展また欧米企業の進出に伴い中国市場
は日米欧中入り乱れての混戦となり、ますま
す競争は激化しております。ビジネス環境も
中国は今や世界の工場から世界の市場へと変
化しております。従来の安 くて優秀な人材を
使ってモノ造りをする工場経営やソフ トウェ
アのオフショアビジネスと中国を市場と見て
モノを売るビジネスとは全 く異なるビジネス
です。また、商品もプロダク ト(いわゆる
ハー ド)からソフ ト・サービスへと変化しよ
うとしてお ります し、販売チャネルも多様化
し、店頭販売から通販 ・ネット販売へと変化
しております。このような環境の中で、いか
にビジネスを行ってい くか ということです
が、まずは先程申し上げましたターゲットの
絞 り込み、さらには商品構成等による差別
化、パー トナーの選定が重要になってきま
す。また、中国人或いは中国企業相手のビジ
ネスはやはり中国人がやるべきで中国人にし
かやれないことが多々あります。この為には
人材の育成が非常に重要であ り、その為のお
金(投 資)も必要になります。最後に注意す
べき点を申し上げますと、賃金 ・物価の上昇
とか労働争議といった社会的な問題、ビジネ
スをするにあたっての中国独自の参入障壁や
代金回収リスクや知的財産権の保護、また中
国の若者は常にステップアップを目指 して転
職を拒まないといった問題も有ります。この
ような各種 の問題については日本大使館や
JETRO、商工クラブなどか ら情報 を得た
り、相談をするとよいと思います。
　次に中国でビジネスを行うにあたって何よ
りも大事なのは、先程からも申し上げており
ますが、中国人といかにうまく一緒に仕事を
やっていくかということで、人材マネジメン
トから捉えた中国についてお話し致します。
まず中国人幹部の世代格差について申し上げ
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ますと、特徴的なのは50代の幹部が不在、
特に民営企業において不在 ということです。
この世代は文化大革命時代に青春を過ごした
世代であって知識習得の機会を逸した世代で
す。 したが って企業の トップは40代が多 く
占めております。また、20代から30代といっ
た世代は一人っ子政策の世代であ り、すべて
の人がそうではございませんが宥る意味では
バランス感覚に欠けているような気がしま
す。中国人と日本人の違いについて電通総研
のアンケー トによって簡単に説明します。ご
覧のように、能率給、転職、自己主張、自分
への評価、規則についての考え方について大
きな相違があります。成功についても、日本
人の努力 ・健康に対 して才能 ・運といったよ
うに非常に割 り切 りがいいというか ドライな
感じがします。交渉についても勝ちにこだわ
り、合意を 目的 とせず、口でい くらWin-
Winといっても決 してWin-Winの関係など
ありません。今までの話はちょっと大袈裟か
もしれませんが、こういった人たちと一緒に
仕事をやっていかなければならないのです。
これに加えて、2008年に労働契約法が施行
されました。一度正式採用をすると簡単にや
めさせるわけにはいかなくなったのです。従
来の短期雇用前提の人的資源管理から長期雇
用を前提とした管理へと変えていかなければ
なりません。キー人材についても従来の中途
採用から計画的育成により、社内人材と組織
の活性化を図っていかなくてはなりません。
つまり企業内で必要な能力を長期的に形成 ・
発展させること、従業員側のキャリア開発を
支援するといったことが重要になってきまし
た。最後に人事マネジメントにおける留意点
についてお話します。まずは経営者(管 理
職)と してのキャリア開発支援とモデル人材
の育成です。次に、中長期視点を容認する成
果評価、専門性を高めるスキルアップ支援、
転勤 ・転居 ・出向等の制度的な支援と雇用条
件の変更や契約関係の整備が重要と思いま
す。
　これからは、当社、富士通の中国ビジネス
についてお話させて頂きます。まず富士通の
概要についてご説明します。当社は1935年
設立、2009年度売上約4.6兆円、従業員は全
世界で約17万人の会社でございます。70力
国以上で販売及びサービス事業を展開してお
ります。富士通研究所の拠点は日本、アメリ
カ、イギリス、中国の4力 国。アウトソーシ
ングやクラウドサービスを行うデータセンタ
は世界16力国に91センターを展開してお り
ます。生産拠点としては、 日本の他アジア、
欧米に10拠点を抱えています。セグメント
別の売上構成についてご説明します。全体の
62.7%がサーバ等のプラットフォームとソフ
トウェア開発等のテクノロジーソリューショ
ンです。パソコンや携帯電話等のユビキタス
ソリューションが22.4%、LSI・電子部品等
のデバイスソリューションが11.8%となって
お ります。 地域別 売上構 成 は、 日本 が
62.6%、EMEA、ヨーロッパ ・中近東 ・ア
フリカがzl.o%、アメリカが6.9%、中国を
含む東南アジアは9.5%ですが、中国はまだ
まだこれからの市場といったところです。
　ではその中国で現在何をやっているのか、
現在の取 り組みについてご説明いたします。
　現在、子会社 ・関連会社を含む富士通グ
ループは全体で46社あります。従業員は全
体で約24,000人、研究開発センタ、南通(上
海の北側、長江の対岸)や 南京には製造拠
点、その他中国全国に販売拠点、ソフトウェ
ア開発拠点、保守拠点を抱えております。関
連会社46社には、私が董事長をしてお りま
すいわゆる持ち‡絵 社の富士通(中 国)宥限
公司、北京本社のQth.　L一海 ・蘇州にも拠点を構
える富士通研究所、またソフ トウェア関連の
会社が15社、電子デバイス関連17社、その
他富士通将軍(富士通ゼネラル)、富士通天
(富士通テン)などが在ります。ITサービス
関連では、システム販売会社として、販売の
中核である上海の富・L通(中国)信息系統有
限公司 ・富士通(深 セン)信息系統有限公
司 ・スキャナ(OCR)ビジネスは中国4大
銀行や国家税務総局等に導入 し中国国内の
シェアはダントッの1位 である富士通香港、
ソフ ト開発会社として北京富士通、南京富士
通、福建富士通などが在ります。富士通の中
国進出は(意外 と)早 く1974年に日中海底
ケーブル導入以来約37年になります。1980
年代には汎用コンピュータMシ リーズが大
学や中国保険公司などに約100システムを導
入しましたし、電子交換機については2,700
万回線すなわち中国の3分の1の電話回線が
富士通の交換機を使っておりました。1993
年には人民大会堂で外資系会社 としては初め
ての展示会を開催し、当時の国家主席の江澤
民に接見致しました。1990年代中盤以降は、
当社 にとっても空白の10年でした。ソフト
開発 ・デバイスの製造 ・研究活動は別 とし
て、システム販売面における停滞の一番の理
由は、サーバ ・ネットワークともに、オープ
ン化の波に乗り遅れた、つまり現行システム
を抱えながらのオープン化の展開が遅れたと
いうことだと思います。また、この時期から
どっと欧米の会社が進出してきたわけです。
2003年上海に、総合販売窓口として富士通
(中国)信息系統有限公司を設立 し、再出発
を図りました。その後2008年、2010年と中
国移動(チ ャイナモバイル)か ら50億円を
超えるサーバ ・ス トレージの大量受注を頂 く
など、現在巻き返し中の状況です。人材交流
面では、1989年から中国ソフトエ ンジニア
の訪日研修生を開始して以来、富士通の研修
プログラムに参加 した企業幹部は400名に上
ります。さらに2008年から共産党中央党校
(共産党幹部育成機関である)と学術交流活
動、また2010年から国家行政学院と電子政
府共同研究活動を行っております。最近の ト
ピックスとしては2009年に温家宝首相が南
通富士通を訪問されました。南通富士通は外
資との合弁会社の成功事例として共産党中央
党校の教科書 にも採用 された企業 です。
2010年の上海万博協賛、また昨年広東省佛
山市南海区にデータセンタ(1QOOOrri)の設
立工事に着工したことです。
　最後に、販売の中核会社である富士通(中
国)信息系統有限公司について紹介させて頂
きます。ご覧の製品マップの様に生産管理 ・
物流 ・流通/小売等の業務システム、プラッ
トフォーム、導入/運 用サポー ト、アウ ト
ソーシングなどをソリューションサービスを
行ってお ります。導入実績としては、日系企
業を中心に地場企業では各大学 ・中国電信 ・
中 国移 動 ・シ ーメ ンス ・中興 ・華 為 ・
CATVなど約1β00社のお客様にシステムを
導入いたしました。現在サポート体制として
も全国29都市をカバーしております。
　最後の章となりますが、これからの中国に
おける富士通すなわち新たな成長ステージへ
の挑戦ということでお話しさせて頂きます。
当社は海外売上比率40%超を目指 して、グ
ローバルな商品作りと顧客拡大 ・成長市場で
のビジネス展開強化 ・各地域での成功モデル
の横展開 ・IAサー バ海外30万台販売に取 り
組んでおります。成長市場でのビジネス展開
強化という点においては当然、経済成長率
10%の中国を中心に戦略を立てていくこと
になります。つまり、日系企業に対して日本
発の共通ソリューションをもって日本同様の
サービスをボーダレスに提供することによ
り、アジア/中国市場における国内企業顧客
の進出拡大を支えること。一方、中国での新
ビジネスへの取 り組みを図っていきます。中
国では今月5日 より全国人民代表大会が開催
されました。この全人大では本年 より始まる
第12次五力年計画が大きなテーマでありま
す。この五力年計画の中の、省エネ環境保
護 ・新世代情報技術 ・バイオ ・ハイエンド設
備製造 ・新エネルギー ・新素材 ・新エネル
ギー自動車からなる戦略的振興産業の育成政
策はICTにかかわる私達にとっては、大 き
なビジネスチャンスです。また一方、現在の
中国の社会環境をみますと、拡大し続ける交
通運輸 ・増加し続ける電力需要 ・世界最大の
消費市場 ・高齢化社会 ・農民問題 ・自然災害
など、今までICTがソリューションを提供
で きなかった新 たな領域であ り、 まさに
「shaping　tomorrow　with　you」実践の場
と考えております。富士通は従来のSIソ
リューションビジネス ・製品ビジネスに加え
て、マネージドサービスビジネスと新たなビ
ジネス領域の開拓に取り組んでいきます。
　先ほどお話しました本年秋に完成する広東
省のデータセンタにおけるクラウ ドサービス
や新たに新ビジネス開拓部隊(中国人による
中国ビジネス推進)の 強化に取り組んでいき
ます。
　少し総花的になりましたがこれで終わらせ
て頂 きます。ご静聴ありがとうございまし
た。
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